
平成２８年度　政府予算案（大阪府環境農林水産部関係）の決定内容
平成28年2月25日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．再生可能エネルギーの普及促進及び地球温暖化防止対策
（１）再生可能エネルギーの普及促進

①固定価格買取制度における調達価格
への配慮

②再生可能エネルギー等導入推進事業
の継続・拡大と制度設計の改善

	◆予算項目以外の状況
・平成28年度の買取価格の決定時期については、前年度同様、年度末になる見込み
・調達区分の細分化の有無については、調達価格等算定委員会で１月より議論が始められたところであり、直近の規模別のシステム費用等の状況を踏まえ、年度内に決定される見込み
・再生可能エネルギー等導入推進事業については、平成27年度までで、おおむね全国の都道府県への支援が完了したことを理由に、予算措置されていない。

	（2） 地球温暖化防止対策の促進
・中小事業者を対象とした省エネ診断や省エネ機器・設備導入に対する補助事業の予算額の増額
・国の適応計画の策定及び財政的・技術的支援
	◆概算要求の状況　経済産業省・環境省
（環境省）

○CO2削減ポテンシャル診断推進事業　　　〔全〕16億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（16.5億円）

（経済産業省）　

○省エネルギー対策導入促進事業費補助金　 〔全〕9.5億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （5.5億円）

○エネルギー使用合理化特定設備等　　　　　〔全〕30億円
　導入促進事業費補助金　　　　　　　 　　　 （26.1億円）

（環境省）　

○気候変動影響評価・適応推進事業　　　　　　〔全〕5億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4.6億円）

	〔全〕20億円
〔全〕7.5億円
〔全〕27億円
H27補正〔全〕※442億円
※中小企業等の省エネ・
生産性革命投資促進事業
〔全〕4.6億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・国の「気候変動の影響への適応計画」が、平成27年11月に閣議決定
・適応策を推進するための財政的・技術的支援については、気候変動影響評価・適応推進事業において、地方における影響評価の実施や適応計画策定に向けた支援等を予定



	２．南海トラフ巨大地震への対応
　・防潮堤の液状化対策等に必要な予算の重点配分

・現行の全国防災対策事業と同等の制度の新規創設

・緊急防災・減災事業債の対象の拡大や恒久化

	◆概算要求の状況　水産庁

○農山漁村地域整備交付金（水産関係分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔全〕116.98億円

（〔全〕100.38億円）
	〔全〕113.32億円
	

	３．建設発生土の適正処理及び山地災害対　
　策

（１）建設発生土の適正処理のための
法制度の整備

①建設発生土の適正処理に関する法律の制定

②建設発生土の有効利用や適切な受入地の確保について

	◆予算項目以外の状況
・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後とも国に対して働きかけを実施


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	（２）山地災害対策の推進
	◆概算要求の状況　農林水産省
○治山事業費補助　　　　　　　　　　　 〔全〕３０２億円

（〔全〕３１１億円）
うち緊急予防治山事業　　　　　　　　　 〔全〕２５億円
（新規）
・近年の降水や災害の発生状況の変化に対応していくため、事前防災・減災対策の強化として、集中豪雨等による山地災害の発生が特に懸念される山地災害危険地区において、緊急的・重点的に治山施設の整備等を実施する「緊急予防治山事業」が創設された。

	〔全〕２４６億円
〔全〕２５億円
	

	４．PM2.5及びダイオキシン類への対策

（１）PM2.5対策の強化

・健康影響についてのわかりやすい情報発信

・生成メカニズムの解明等と国内対策の早期確立
・中国に対し、大気汚染防止対策の更に強い働きかけ


	◆概算要求の状況　環境省
○微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費

〔全〕6.49億円
（〔全〕５億円）
	〔全〕6.49億万円
	

	（２）豊能郡美化センターに係るダイオ
キシン類対策の推進
・ダイオキシン類に汚染された一般廃棄物の無害化処理に対する特別交付税の措置等の財政的支援及び技術的支援

	◆予算項目以外の状況

・豊能郡環境施設組合が行うダイオキシン類に汚染された一般廃棄物の無害化処理に係る費用

に対し、特別交付税が措置された。
	

	５．廃棄物の適正処理及び広域化の促進

（１）産業廃棄物の不法投棄等に起因する支障除去に関する費用負担のあり方
	◆予算項目以外の状況
・平成２７年７月に環境省へ「平成２８年度以降の支援制度について、都道府県等が行政代執行を行う際に新たな財政負担が生じないよう、現行の負担率を堅持した制度設計」を要望したところ、現行の負担率を維持した制度が構築される見込みである。

・あわせて、「都道府県等が緊急に行政代執行を行う場合にも、速やかに基金による協力を得られるよう、制度設計やその運用について抜本的な改善」を要望したが、具体的な制度の改善は見受けられないため、今後とも国に対して働きかける。

	

	（２）ごみ処理広域化の促進
	◆概算要求の状況　環境省
○廃棄物処理施設の整備

　・循環型社会形成推進交付金　　　　　 〔全〕６１１億円
（廃棄物処理施設分）　　　 　　　 （〔全〕４８１億円）
　・廃棄物処理施設整備費交付金　　　　 〔全〕　１９億円

　・二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金　〔全〕１５２億円

	〔全〕２８０億円

H27補正：〔全〕３８３億円

〔全〕３５億円

H27補正：〔全〕５１億円

〔全〕１９７億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・平成２７年７月に環境省へ「ごみ処理の広域化を促進するため、循環型社会形成推進交付金制度等において、処理施設の立地自治体への優遇措置など、財政支援の一層の充実」を要望したが、具体的な制度の創設は見受けられないため、今後とも国に対して働きかける。

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	６．大阪の農林水産業の推進

（１）都市農業振興基本法に基づく新た
な交付金制度の創設
・都市農業の多様なニーズに柔軟に対応

する交付金制度の新規創設


	◆予算項目以外の状況　農林水産省
・要望内容に係る具体的な制度の創設は見受けられない。

・今後の同法に基づく国の基本計画策定や新たな都市農業振興制度の議論等を通じて、引続き国に対して働きかけを実施

	（２）都市農業における「農地中間管理
事業」の活用と制度拡充

・都市部にふさわしい自由度の高い制度

へ弾力化
・生産緑地など農業振興地域以外の事業

対象化
・生産緑地などで農地中間管理権を設定
した場合、相続税納税猶予制度の適用

	◆概算要求の状況　農林水産省
○農地中間管理機構の本格稼働　　　　　 〔全〕２０２億円

（〔全〕１９０億円）
	〔全〕１５４億円
	

	（３）農業農村整備事業の予算確保
	◆概算要求の状況　農林水産省
○農山漁村地域整備交付金　　　　　　　〔全〕1,243億円

　　　　　　　　　　　　　　　 　　（〔全〕1,067億円）

○農村地域防災減災事業　　　　　　　　　〔全〕442億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕280億円）

○農業水利施設保全合理化事業　　　　　　　〔全〕70億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （〔全〕45億円）

	〔全〕1,067億円

〔全〕508億円

H27補正：〔全〕４0億円

（うち大阪　約1.4億円）

〔全〕69億円

H27補正：〔全〕15億円
	

	（４）ため池の防災・減災対策の推進

・農村地域防災減災事業の定額補助の
継続

・耐震性点検における採択要件の緩和


	◆予算項目以外の状況　農林水産省
・調査計画事業の定額補助については平成30年まで延長

・要望に対する具体的な制度創設は行われないが、事業運用で一定の要件緩和が認められる見通し

	

	（５）ウメ輪紋ウイルスの対策
・国主体の防疫措置と防除体制の充実

・感染メカニズムの早急な解明

・地域経済への影響を考慮した対策の実施


	◆概算要求の状況　農林水産省
○重要病害虫の特別防除等（消費・安全対策交付金）
〔全〕19.47億円の内数

（〔全〕17.89億円）
	〔全〕18.1億円の内数
	

	７．大阪湾における栄養塩類の適正な管理

・湾・灘ごと、季節ごとに応じたきめ細やかな水質管理の検討による栄養塩類の適正な管理方策に関する指針等の提示

・湾、灘の豊富な研究実績を有する地方の試験研究機関の活用


	◆概算要求の状況　環境省

○豊かさを実感できる海の再生事業　 　　　　〔全〕1億円

（〔全〕0.7億円）
	〔全〕1.35億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
※金額上段：28年度要求額


（下段：27年度予算額）
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